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人工雑音環境における地下掘削機との通信方式の開発
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あらまし 近年、日本でも光ファイバ網の整備が急速に進んでいるが、ネットワーク末端部の工事では、既存
の配管等を避けて曲線的な掘削が行えるという利便性から、非開削工法である水平ドリリング工法が注目されて
いる。この場合、地中の掘削機の位置を推定し、予定の経路からのずれを補正する必要がある。コストの観点か
らここでは片方向通信が用いられるが、その場合、特に都市部においては受信信号に重畳した人工雑音により、
検出精度が悪化することが問題となっていた。ここで、人工雑音は線スペクトルの集合であるという共通の特徴
を持ち、その分布が場所や時間による変化することがわかった。そこで本論文では、片方向通信という制限下で、
���� によりチャネル選択を行い、更にその選択の状況を信号の � サイクル毎に見直すことで人工雑音の影響
を抑圧して通信する変調方式を提案する。更に、受信信号の各点においてその都度最適なチャネルを選択しつつ
同期信号との相関を取る同期方式と、� サイクル毎に変化するチャネル選択の情報を伝送する方法について考案
し、その有効性を従来の時間信号によって情報を伝送する ��� と比較することで検証する。

キーワード 水平ドリリング工法� 人工雑音� 線スペクトル� ����� チャネル選択

�� は じ め に

近年、急速に進む光ファイバ網の整備に際し、ファ

イバ敷設の工法としてコスト面や地上への影響の面か

ら有利な非開削工法が注目されており、日本でもその

代表である水平ドリリング工法の導入が検討されてい

る ���。

この工法を用いる場合、予定の経路からずれた地中

の掘削機先端部の位置を推定し、補正する必要がある。

これはドリルヘッドより発信する電波を地上のレシー

バで受信することで実現される ���� ���。この方法はす

でに実用化されているが、日本の都市部等では人工雑

音の影響が強く、位置の検出精度を悪化させるという

難点があった ���。

これまで、この人工雑音に対する有効な対策はとら

れてこなかったが、人工雑音には周波数領域において

いくつかの特徴があることがわかった ���。本論文では
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この特徴を解析し、それを利用して影響を効果的に抑

圧する変調方式を提案する。

�� 人工雑音の特徴と対応した変調方式

�� � エネルギーの集中性

図 � は神奈川県秦野市の小田急線東海大学前駅付

近の線路脇で測定された雑音である。受信センサーの

感度が較正されていないため、スペクトルの強度は任

意スケールで表されている。����	
�～����	
� の拡

大図を図 � に示す。ほぼ ��
� 間隔で周囲より ��～

��� 強い線スペクトルが分布している。

また、図 �は岩手県盛岡市の秋田新幹線レール脇で

測定された雑音の様子である。図 �と同様、��～��
�

間隔で周囲より �～��� 強い線スペクトル群が含ま

れる他に、����	
� 付近に周囲より ��� 以上強く、

幅が ��
� 程の線スペクトルが存在する。場所によっ

て分布は異なるが、いずれの場合もエネルギーが比較

的少数の周波数成分に集中している。また、図 �では

長周期の変動も確認されるが、信号帯域 ���～��	
�

を仮定� 内での変動幅は本節で述べた離散的なピーク

に対して小さいため、今回はそちらの抑圧法のみを検
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討した。

�� � スペクトルの時間変化

図 �の雑音データをもとに、前節で確認された線ス

ペクトル群の時間的安定性を調べる。��～��	
� の

周波数領域を �	
� 間隔の �つの帯域に分け、帯域ご

との電力の最大値 ���の時間変化を調べた。測定開

始から約 � 分後までの ��～��	
�� ��～��	
�� ��～

��	
� の � つの帯域それぞれにおける最大値の変化

を図 � に示す。�～��� 程度の短周期変動の他、�～

� 分周期の緩やかな変動が見られる。また、測定開始

から �～�分後に ��～��	
� の帯域の値が �～� 秒の

間に急増している。

提案方式では送信信号を構成する際、測定した雑音

の様子が、後述する信号の �サイクル �����秒�程度

の短時間では変化しないと仮定する。この仮定の妥当
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図 � 小田急線東海大学前駅付近の雑音
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図 � 秋田新幹線レール脇の雑音
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図 " 人工雑音の時間変化
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性を検証するため、��� 秒毎に雑音のスペクトルを求

め、それらとそれぞれ ���～���秒後までのスペクトル

との雑音電力の変化を調べた結果を図 �に示す。

横軸は設定した閾値を超えて変動する確率を、縦軸

はその確率以下であるチャネルの、全体に対する割合

を示す。ある時刻と隣接する ���秒後の間に見られる

変化はスペクトルのランダムな揺らぎが支配的と考え

られるので、これと ��� 秒後の差分が雑音スペクトル

の時間変化の傾向を示すと考えられる。両者の中央値

を比較すると変化は �～��にすぎず、顕著な変動はみ

られない。このことから、��� 秒程度の時間範囲では

ランダムな揺らぎが支配的であることがわかる。

�� � 提案する変調方式

�� �� � 要求される機能

以上の特徴解析により、������������ !" ��#$

%&# '( �)*)+)� �&"�),"#-) �� を用いて信号を多数

���
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図 % 人工雑音の短時間変動確率分布
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の周波数チャネルに分割して伝送し、更に一定時間ご

とにチャネルの選択を見直す機能を付加すれば、人工

雑音を効果的に抑圧できることがわかる。

具体的には、送信側では観測した雑音電力スペクト

ルを基に通信に使用するチャネルを選択し、その数だ

け送信データを ./0 変換して �0.1 により選択チャ

ネルに情報を割り当てた後、逆フーリエ変換して送信

信号とする。受信側では、まず自ら観測した雑音スペ

クトルと送信信号の一部から選択チャネルを推定し、

受信信号をフーリエ変換してそれらの復調を行い、最

後に 0/.変換により情報を得る。

伝送すべき情報はドリルヘッドの傾斜角・方位角・

回転角及び温度等であり、必要な伝送速度は ���2,+

程度である。本論文ではこれに誤り訂正のための十分

な冗長度を加えることを想定し、最大 ���2,+ での伝

送を行うことを想定する。

ここで、日本で行われる小規模な工事ではコスト

の面からドリルヘッドに信号線を接続しないため、レ

シーバからドリルヘッドへの逆方向の通信が困難であ

る。そのため、チャネル選択の状況をデータと共に伝

送する必要があること、誤り訂正符号だけで誤りに対

処せねばならないという制約がある。また、ドリルは

連続的に回転し、掘削に伴ってロッドを順次連結して

ゆく構造のため電力線の接続が困難であり、小容量の

電池で駆動する必要がある。

�� �� � 提案方式のパラメータ

今回はドリルヘッドとの通信に用いられる代表的な

従来の方式として、現在商用システム ���で一般的に
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図 ' 信号の � サイクルの構成
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用いられている ��1�� $�3 1#() �� を選び、比較

のため情報伝送速度を ���2,+ で一定とする。一方、

提案方式では情報をブロック化し、� ビット単位のフ

レームを構成して ���� により伝送する。� フレー

ムで伝送できる最大の情報ビット数は ���� に用い

る周波数チャネル数 �	 であるが、人工雑音環境下で

雑音の弱いチャネルのみを選択して使用するため、平

均のビット配分率を � �� � � �� �� とする。このと

き、�フレームあたりの実使用チャネル数は� � ��	

である。また、フレーム長を � とすると、概略の占有

帯域幅は � � �	�� で与えられる。以上の関係より、

提案方式のパラメータとして � � �� � を選ぶことが

できる。また、信号の中心周波数 �� によっても雑音

の特性が変化する。市販の機器では ��～��	
� の信

号帯域が利用されているため、本論文では �� ���～

��	
�を選択した。

�� �� � � サイクルの構成

前節で定義されたフレームを用いて、信号の �サイ

クルを図 � のように構成する。�サイクルは �つずつ

のサイレントフレームと同期フレーム、複数のチャネ

ル選択フレームと情報フレームからなる。

サイレントフレームは信号の送受信を行わない期間

であり、送受信側ともに雑音の測定を行う。これによ

り、送信側は割り当ての見直しが可能となり、受信側

では送信側とほぼ同様の電力スペクトルを得る。

同期フレームでは同期信号を伝送する。同期信号は

�章で述べるように送受信側で共通のものを用意する。

同期フレームの構成法、及び同期の確立法の詳細につ

いては �節で述べる。

チャネル選択フレームでは、�サイクル毎に送信側で

動的に変化するチャネル選択の状況を伝送する。チャ

ネル選択エラーの検出の詳細は �節で述べる。

�� �� � 情報の伝送

送信側では、まずサイレントフレームの間に測定し

た雑音の電力スペクトル密度から、雑音の弱い � チャ

ネルを選択し、それを表現するようにチャネル選択フ

レームを構成する。次に、情報フレームにおいて、選

択されたチャネルに � ビットずつ情報を割り当てる。

���
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情報の割り当てには �0.1を用いる。

受信側では、同様に測定した雑音の電力スペクトル

密度 ���� を求め、複数のサイクルの雑音電力スペク

トル密度を以下の方法で動的に平滑化する。すなわち、

直前までの平均を ����� とし、

���� � �� � ������ 4 ������ ���

で与えられる ���� を雑音スペクトル密度の平均とす

る。ここで、� はそれまでのデータの信頼度の指標で

あり、忘却係数と呼ぶ。本論文では � � ��� とした。

次に、この平滑化電力スペクトル密度、もしくはその

サイクルのチャネル選択フレームの電力スペクトル密

度から送信側の選択チャネルを仮に推定し、位相情報

からそれを較正する。選択チャネルを決定した後、情

報フレームにおいて選択チャネルの位相から情報を

得る。

�� 同期の検出方法

�� � 同期信号の構成

まず、同期信号の構成について考える。送信側の選

択チャネルを受信側で完全に推定できない以上、雑音

が弱いと判断したチャネルにのみ信号電力を割り当て

た場合、選択チャネルの推定を誤るとうまく相関を取

ることができない。そこで、同期フレームにおいては

全チャネルに一定振幅を与える。

この場合、すべてのチャネルを同位相にすると時間

波形がインパルス状になる。送信機の出力は最大信号

振幅に合わせる必要があるので、同一の平均電力に対

してピーク電力が高いことは不利である。そこで全

チャネルの位相をランダムに決定し、時間波形の最大

振幅を求めることを ���回繰り返し、得られた最大振

幅を最小とするチャネル毎の初期位相の組合せを採用

した。この結果、最大振幅を同電力の正弦波の ���倍

に抑えた同期信号を得た。

�� � チャネル選択を加えた相関法

�� �� � チャネル選択フィルタの構成

人工雑音は雑音の非常に強いチャネルを含むため、

単純に同期信号の全チャネルを用いると相関が低くな

る。そこで、受信信号と送信信号各々を、雑音の弱い

チャネルを選択するフィルタに通した上で相関を取る。

また、人工雑音は短時間で急激に変化することがある

ため、この選択チャネルも動的に変化させる。

受信信号に対し、ある時刻 	 を同期フレームの開始

と仮定すると、図 � よりその手前 � フレームはサイ

τ

... ...r(t)

W(ω,τ)

1cycle

1frame 1frame

Synchronization Signal

W(ω,τ)

W(ω,τ)

M(τ)

図 ( フィルタリングの上で相関をとるシステム
���� (  ��	!����
��� �	!��� ���! ������� 	����
�

��� ���!��

レントフレームである。そこで、この電力スペクトル

を求め、雑音が弱い方から
�のチャネルを選択する

フィルタ� �� 	�を構成する。
 を選択比と呼ぶ。

�� �� � 相関関数の計算

同期フレームと考えられる信号と同期信号を各々そ

の選択フィルタ� �	 ��でフィルタリングしたものを

それぞれ ��� 	� ��� 	�とし、

��	� �

�
��� 	���� 	����

���� 	��#�
�
���� 	��#�

���

で定義される相互相関値��	�を求める。	 を変化さ

せて繰り返すことで相互相関関数を求める。各 	 にお

いて最適な� �� 	�をその都度構成することで、人工

雑音の急激な時間変化に対応できる。以上の方法のブ

ロック図を図 � に示す。

小田急線線路脇の雑音に対し、�$��� ��� とし、


 � ����� ���� ��� としたときの相関関数を図 �

に示す。ただし、雑音のランダムな揺らぎの影響を抑

圧するため、��サイクル分を単純平均した。図の中央

�5!����の位置が実際の同期の開始点であるが、いず

れの場合もこの位置にピークが現れており、選択比を

下げるとそのピークが高くなる。

�� � 選択比の検討

図 � より、
 を下げると中央のピークは高くなる

が、ピーク以外の部分の揺らぎも大きくなることがわ

かる。これは 
 を下げることで雑音の強いチャネル

を除外して相関を取れるものの、ピーク以外の時刻で

の雑音のランダムな揺らぎは 
 の低下に伴い増加す

るためである。

そこで、相関関数の評価の指標として、ピークの有

意性 �	 � ����� を用いる。ここで、�� は相関関数

における本来のピーク位置の相関値であり、�� は相関

関数から �� の位置を除いた系列の標準偏差である。
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図 ) 相関法によるチャネル選択の効果 ������*%�+�
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図 � において �	 を計算すると、
 ����� ����

����の場合について、それぞれ ������ ������ �����

となり、���の場合が高い。これは前述した状況とよ

く合致している。

ここで、�$���を���～���まで ��ごとに変

化させ、その上で
を ��～����まで ����ごとに変化

させたときの�	の変化を図 �に示す。
���～���と

すれば、この範囲の �$��� において常に �	 � � と

なる。�	��のとき、周囲の揺らぎがピーク値を超え

る確率は ��� � 以下であるから、
 をこの範囲に設

定すれば、安定して相関関数のピークを検出できるこ

とがわかる。

また、秋田新幹線レール脇の雑音及び白色雑音につ

いても同様に検証を行った結果、
 を同じ範囲に設定

すれば �$������� ～���で使用する場合、同様
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に十分な �	 の値が得られることがわかった。

�� 選択チャネルの同定

�� � 送受信側で観測する擬似雑音の設定

前述のように人工雑音は線スペクトル状であるとい

う特徴を持つため、���� を用いてチャネル選択を

行うことでその影響を抑圧する。この際、コストの観

点から片方向通信を行うため、受信側で送信側が選択

したチャネルを推定する必要が生じる。

日本で行われる小規模な工事ではドリルヘッドの深

度は �6程度以内であり、送受信側の距離は雑音源か

らの距離に対し十分近いため、観測する雑音はほぼ同

じであると考えられる。選択チャネルのずれは送受信

側の観測雑音の違いにより生じるため、本論文では、

受信側では送信側で測定される雑音と、同地点の約 �

分後の雑音とを混ぜ合わせたものを観測するとした。

使用する周波数帯では減衰は小さく、雑音強度はほ

ぼ距離の � 乗に反比例すると考えられる。このとき、

送受信点間距離 �6に対して別の雑音源が受信機近傍

の �6以内になければ ��� 程度の抑圧は得られるた

め、送受信機間の雑音の相関係数は ��� 以上となる。

この条件を想定して混合比を �7� とした。

雑音として秋田新幹線線路脇の雑音を用い、信号帯

域 ��� チャネルから雑音の弱い ���を送受信側でそ

れぞれ選択させた結果を図 ��に示す。“8”は送信側、

“ 9”は受信側の選択チャネルである。

選択チャネルの違いにより、同じチャネルに割り当

てられた情報でも、送受信側でその系列中の位置が異

なる。例えば図 �� においては、送受信側で共に信号

249246244236234233224221219211206198193186181180R

T 249246236234233224221219211206193186181180179173
504948474645444342403938373635 41
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図 �0 送受信側の選択チャネル
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帯域の ���チャネル目を選択しているが、送信側が系

列中の �� 番目の情報を割り当てているのに対し、受

信側は �� 番目の情報と判断する。

�� � チャネル選択フレーム

送信側では、まずサイレントフレームの電力スペク

トルから雑音の弱いチャネルを選択する。次にチャネ

ル選択フレームの振幅スペクトルにおいて、選択した

チャネルには一定の信号振幅を、選択しなかったチャ

ネルには振幅 �を与える。更に、チャネル選択情報の

較正のため、送受信側で取り決めた一定パターン（規

定パターンと呼ぶ）を表現する �値位相を選択チャネ

ルに順に与える。これを逆フーリエ変換したものが

チャネル選択フレームの信号となる。

規定パターンは選択（通信に使用する）チャネル数

と同じシンボル数となる。隣接シンボルが全く同じ場

合は選択ミスを検出できないため、本論文ではチャネ

ル選択フレームを �つ用意し、各フレームの同一位置

にある �2)� のうち、隣接箇所では最低 �2)� が異なる

ように �値の � シンボルを構成した。

受信側では、まずサイレントフレームから雑音の電

力スペクトルを求め、式 ���により動的平滑化を行う。

平滑化された雑音の電力スペクトルから、受信側で雑

音が弱いと判断するチャネルを選択する。次に、チャ

ネル選択フレームにおいてそのチャネルの位相を順に

拾ってパターンを構成し、規定パターンと 2)� 毎に比

較することにより、受信側の選択チャネルと送信側の

それとの一致を検証する。一致しなかった場合は、後

述する方法によりエラーの位置と内容を検出する。

�� � 選択エラーの検出

�� �� � 発生するエラーの内容

送受信側の選択チャネルが異なる場合、その数だけ

送信側では選択したが受信側では選択しなかったチャ

ネルとその逆の場合のチャネルのペアが発生する。前

者を削除、後者を挿入と呼ぶ。また、�$��� が低い

場合、選択チャネルは合っていても検出されるシンボ

ルが誤る場合が発生する。これを誤認と呼ぶ。選択エ

ラーはこの � 種類である。図 ��の例では、受信系列

の �� 番目の手前と �� 番目の手前に削除が、�� 番目

と �� 番目に挿入が起こっている。

�� �� � パターンマッチングによる方法

発生した選択エラーを検出するため、まず両者を最

初のシンボルから順に比較する。シンボルが異なる位

置に何らかの選択エラーが発生している。

次に、エラーの種別を判断するために、挿入・削除・

... ...

... ...
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図 �� エラー種別のチェック
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誤認それぞれを修正するように受信パターンを変更す

る。その上で変更した受信パターンと規定パターンと

を比較し、その位置以降 �� シンボルの平均シンボル

誤り率を求める。これが最も低くなる種類の誤りが発

生したと判断できる。

最後に、そのエラーを修正する受信パターン操作を

確定させ、そのときの平均シンボル誤り率と共に記録

する。これを残留誤り率と呼び、そのエラーが発生し

たと判断したときの信頼度の指標となる。ただし、こ

こでは削除についてはその存在範囲しかわからないた

め、次節の方法で実際の選択チャネルを確定する。

例として、削除が起こったときに受信側で行われる

一連の操作を図 �� に示す。� 種類に変更した受信パ

ターンと規定パターンを比較すると、削除が起こった

と仮定して変更したものがもっともよく規定パターン

と一致するため、削除が発生したと判断できる。

この方法ではエラー検出に失敗すると影響が後々に

累積するため、系列の最後の方では信頼度が落ちる。

そこで、順方向と逆方向の �方向からマッチングを行

い、前半部分は順方向の検出結果を、後半部分は逆方

向の検出結果を採用することで、信頼度を向上させる。

�� � 選択エラーの較正

�$��� が低い場合は誤認により挿入や削除の位置

の誤りが発生するため、残留誤り率を信頼度の指標と

して次のように結果のチェックを行う。

得られた � 種類のエラーの発生位置について、残

留誤り率が一定値以下のものを確定する。確定結果の

みを修正するように受信パターンを変更し、その上で

���
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�� �� �節のマッチングを再び適用する。以上の作業を

再帰的に繰り返すことで、信頼度の高い結果を順次確

定させる。

また、受信側で削除を検出した場合、実際の選択チャ

ネルを以下の方法で決定する。受信側の � 番目の選択

チャネルを信号帯域中の第��チャネルと表す。�番目

の手前に削除チャネルが存在する場合、送信側の選択

チャネルは第 ���� 4 ��チャネル～第 ��� � ��チャ

ネルのいずれかである。チャネル選択フレームの振幅

スペクトルにおいて、第 ���� 4 ��～��� � �� チャ

ネルの各々について位相からシンボルを構成する。次

に、規定パターンの �番目のシンボルと得られた各シ

ンボルをビット毎に比較し、最も良く一致するものを

採用する。最良のものが複数存在する場合は、チャネ

ル選択フレームの平均振幅値が最大のものとする。

�� � マッチング法の評価

これまでは、初期のチャネルを平滑化されたサイレ

ントフレームの雑音の弱い方から選択するとした。し

かし、�$���が高い場合には以下のようにチャネル選

択フレームから選択し、同様に位相による検証を加え

る方法も有効である。

まず、平滑化されたサイレントフレームの電力スペ

クトルにおいて、雑音の強いチャネルを検出する。今

回は帯域全体の平均値の �倍を超えるものとした。次

に、そのチャネルの値を �とするチャネル選択フィル

タを構成し、チャネル選択フレームの電力スペクトル

を単純平均したものにそれを適用した上で、電力の大

きな方からチャネルを選択する。

前節までで述べた方法を雑音法、ここで述べた方法

を信号法と呼ぶ。�$��� が低い場合には雑音法が、高

い場合には信号法が有効なため、受信側で検出した

�$��� を基にこの �つの方法を切り替えるとした。こ

の方法を �)- 法と呼ぶ。

マッチングによる改善を調べるため、チャネル選択

誤り率を評価の指標とし、受信側で検出する �$���

が ��以下では雑音法、それ以上では信号法に切り替

えるとしたときの、単純な信号法との比較結果を図 ��

に示す。実線は単純な信号法、一点鎖線は信号法に位

相による検証機能を加えたもの、鎖線は雑音法と信号

法を切り替えるときの結果である。実際の �$��� が

�� 付近で信号法に切り替わっていることがわかる。

要求するチャネル選択誤り率で変化するが、�)- 法

を用いることで、単純な信号法に対し、提案法は �～

��の利得が得られる。�$���� ��～���付近で
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信号法の特性がフロアをひいているのは、初期のチャ

ネル推定を失敗するケースが発生し、位相による検証

がないためにその修正ができないことによる。

小田急線線路脇の雑音に対しても同様にチャネル選

択誤り率を求めたが、この場合もチャネル選択誤り率

����% を実現するために必要な �$��� は単純な信号

法に対して約 �� 低いという結果が得られた。

�� 提案方式の評価

本章では �:9 を評価の指標とし、提案方式と従来

方式の比較、及び提案方式の最適パラメータの検討を

行う。評価におけるパラメータ及びその値を表 �に示

す。提案方式特有のパラメータは後半部にまとめて示

した。また、各々の詳細は以降の文中に示す。

�� � 従来法との比較

従来法である ��1と提案法との比較のため、同一

電力・同一情報伝送速度という条件下での伝送情報の

�:9 を、実測した雑音データを用いた計算機シミュ

レーションによって評価した。また、中心周波数 �� も

両方式で同一とした。伝送する情報に要求される仕様

から、提案法では �サイクルを ���秒に固定する。ま

た、提案法における �サイクルの送信信号の内訳はサ

パラメータ 値
伝送速度 3���4 %00

����� 3�+4 0～�0
中心周波数 �� 3�5�4 ��6 �%6 �)

信号帯域 � 3�5�4 �6 "6 %6 )

� サイクル 3�4 0�%

� フレーム 3��4 %0

表 � シミュレーションパラメータ

���
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イレントフレームと同期フレーム各 �、チャネル選択

フレーム �、情報フレーム �とした。これよりフレー

ム長 � ���6+ となる。また、�秒間に伝送される情

報フレーム数は ��であるから、伝送速度を ���2,+ と

すると � フレームあたりの実使用チャネル数 � ���

となる。

この条件下で �����	
�� 信号帯域幅 ���	
��信

号を伝送しないチャネル含む� としたときに小田急線

線路脇の雑音環境下で �$��� に対する �:9 の変化

を図 �� に示す。このとき、�	 � ���� � � ��� であ

る。使用できる雑音データ長が有限であるため、本章

のシミュレーションにおいては ��&2)�を送受信した結

果を示す。曲線に見られるゆらぎは限られた平均回数

による統計的揺らぎを表すと考えられる。

�:9���� を実現する �$��� の差は �� 程度で

あるが、�$������～��� で急激に �:9 が改善し

ている。これは、前節で述べたように、チャネル選択

が正確に行えるようになるためである。�:9� ���#

の領域で、提案法は従来法に対し �� 以上の利得が

得られる。

なお単純な ��1以外に、提案法と同一の帯域幅を

用いて � � ��� の冗長度を有し、かつチャネル選択

を行わない通信方式についても考慮する必要がある。

これらの例として、��1のデータを �回繰り返し送

信する方法、及び全チャネルを利用した ����にお

いて �倍の冗長度を付加した �;
符号化を行う �方

式についても、同様に単純な ��1と比較を行った。

なお、�;
 符号は �� � �� � ���� �� ��� とした。

その結果、前者は ���� 程度の悪化を生じ、後者は
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����程度の改善にとどまった。従って、後者に対し

ても提案法は ���� 以上の利得を有する。これらの

方式で ��1に対して大きな利得が得られないのは、

チャネルによって ./< が著しく異なることに起因す

ると考えられる。現在のシステムでは単純な ��1が

採用されているため、本論文ではその特性のみを図示

した。

秋田新幹線レール脇の雑音環境下において同様の

シミュレーションを行った結果を同図に示す。小田急

線の場合と同様、�:9� ���# の領域で、従来法に対

し �� 以上の利得が得られる。この雑音に対しては

�$��� が低い領域においても高い改善効果が得られ

ているが、この雑音に対しては雑音法によるチャネル

選択の有効範囲が広いためと考えられる。

�� � パラメータの検討

まず、�� を ��	
�に固定して � を変化させる。前

節と同様 � ���6+� � ��� とする。秋田新幹線レー

ル脇の雑音に対し、���	
�� �	
�� �	
�� �	
� の

�通りについて検証した。各々の誤り率特性を図 ��に

示す。

大きな変化は見られないが、���	
�の場合がこの

中では最適である。帯域を広くした場合、フレーム長

が固定であればその分だけチャネル数が増加する。こ

の場合、信号電力は一定であるから �$��� が劣化す

ることとなり、特性が悪化する。帯域を狭くした場合、

チャネル数が減少することにより、雑音が強いチャネ

ルを選択せざるを得なくなるため、特性が悪化する。

���	
�の場合に高 :2/<�域で特性が悪いのはこの

���
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ためである。よって、���	
�を用いる。

次に、� ��	
�に固定し、�� を変化させる。地中

の伝播による減衰の影響や同期の時間分解能から、使

用する周波数は ��～��	
� に選んでいる。そこで、

�� ���	
�� ��	
� とし、同じ �� と伝送速度を持つ

��1と合わせて誤り率特性を描いたものを図 ��に示

す。いずれの場合も、�:9����� を要求した際には、

��1に対して �� 程度の利得が得られる。よって、

��～��	
� の周波数を用いる限り、�� に関わりなく

平均して �～�� の利得が得られることがわかる。

�� ま と め

本論文では、水平ドリリング工法を日本で導入する

際に位置検出の障害となる人工雑音の影響を抑圧しつ

つ通信する方式を提案した。

まず、人工雑音の特徴を解析した結果、人工雑音は

線スペクトルの集合であること、及びその分布は時間

や場所により変化することがわかった。その特徴を利

用し、抑圧に有効と思われる ���� を応用した変調

方式を考案した。

次に、���� を使用した片方向通信という条件下

で、受信側で雑音の弱いチャネルのみを選択して同期

信号との相関をとる同期方式を考案し、選択を行う

ことで最大 ���� 程度の利得が得られることを示し

た。また、送信側で選択したチャネルを受信側で推定

するため、チャネル選択フレームの位相を用いて一定

パターンを伝送する方式を考案した。

最後に、提案した通信方式の有効性について、従来

法である ��1と �:9 を指標として比較した結果、

安定して �～�� の利得を得られた。
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